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リオ五輪から東京へ「東京オリンピック村再開発の怪」
ｐ連日の熱戦が続いた、リオデジャネイロ・オリンピックは無事に閉幕しました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　多くの競技で、多くの人たちに、多くの感動を与えました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐオリンピックのモットーである「大事なことは勝つことではなく、いかに参加したかにある」を想起させ、ドーピング(禁止薬物使用)など不正行為に走るメダル至上主義を乗り越える大切さを示したところも随所で見ることができました。

ｐ４年後は東京です。
ｐ既に、「東京オリンピック村再開発の怪」という事も起こっています。

ｐ東京都中央区晴海（銀座から車で１０分）の１８ｈａの広大な更地に、１８０ｍのタワーマンション２棟と２２棟のマンションをオリンピック村として建設し、賃料３８億円で賃貸し、その後、改修して一般に売り出すもので、デベロッパーは三井不動産が代表です。
ｐ東京都は、この土地を市場価格の７分の１の１２９．６憶円で売却しました（８１６億円のダンピングと言われます）。都の財産（公有地）を再開発をトンネルに安値で投げ売ったのです。
ｐ理由は、オリンピックに間に合わせるためと改修費用だといわれています。
ｐただの再開発ではない、異例なものだと次の３点が指摘されています。
1 この開発は、東京都が個人、一地主として施行する。
2 市街地再開発事業の進め方は、異例のスピードで行われた（４月２２日個人施行として認可し、４月２６日には既に権利変換計画の認可されていた）。
3 権利変換内容も異例で、総て「転出」とされていた。
ｐ９月都議会では、新都知事の小池百合子氏が、如何に説明するのか注目されています（築地市場の移転問題を含めて）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８月１９日に参加した、区画整理・再開発対策全国連絡会議の「夏の自治体議員研修セミナー 」より）
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください。
日刊紙　月３,４９７円　　日曜版　月８２３円
桑名市議員団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは　２２－３０２８　（星野自宅）
来月７日より９月定例議会（決算議会）が始まります。　

８月３０日（火）全員協議会(提出議案の概略説明)、９月議会へ請願・陳情締切

　　３１日（水）各派代表者会議、議会運営委員会

９月　７日（水）　午前１０時　　本会議開会（市長から議案上程、説明）
９月１３日（火）～１６日（金）午前１０時　本会議、議案質疑・一般質問
９月２０日（火）～２３日（金）午前１０時 常任委員会・決算特別委員会分科会
総務安全、（２１日、２３日）、教育福祉（２０日、２３日）、都市経済（２０日、２１日）
２６日（月）、２７日（火）　　　常任委員会・決算特別委員会分科会（予備日）
９月２９日（木）　午前１０時　 決算特別委員会全体会
１０月４日（火）　午後　１時 　本会議（委員長報告、質疑、討論、議決）閉会
桑名市生涯学習推進計画（案）を協議
ｐ８月２３日、全員協議会で桑名市生涯学習推進計画（案）の説明を受け協議。
ｐ概略は、基本理念として、「一人ひとりが学びの主役～学びを通してつながり、高め合い、未来を創る～」で、目標・計画の体系は、①生涯学習にふれる、②活動に参加する、③知識を深め、生かす、④活動の成果を広げる、⑤行政の推進体制を整える、です。重点的な取組みとして、①学習講座・事業の充実、②現役世代に配慮した学びの場の工夫、③市民活動の支援と人材育成、④学習情報の提供　が上げられていました。　　　　（原案やパブコメは市のＨＰから見れます。）
ｐパブコメが１件しかないのは、関心の低さ（答弁：分析してない）なのか、計画が分かりにくいのではないか。余りにも成果を求めすぎているのではないか（答弁：一人一人が自主的に学んでいただければいいです）。場所の保障で具体的なものがないことや公民館の役割をはっきりとすべきだ（別件の市長の答弁から、公民館自体がなくなりそうに感じました）と指摘しました。
ｐ生涯学習課が総務部に所属替えし、弊害が現われてきていると思いました。
「核兵器禁止条約」国連の作業部会で勧告
ｐ今年の原水爆禁止世界大会・国際会議宣言は、国連の作業部会に「国連総会に対して、核兵器禁止・廃絶の条約の交渉開始をふくむ具体的な勧告を行うこと」を要請しました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐそして、「核兵器のない世界」を実現するための法的措置を議論してきた国連の作業部会（ジュネーブで開催）は、「核兵器を禁止し、その全面廃絶にいたる法的拘束力のある協定を交渉する会議を２０１７年に招集する」という報告を採択し、国連総会に勧告しました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ国連総会は２０年にわたって、「核兵器禁止条約」の交渉開始を求める決議を、加盟国の７割以上の賛成で採択してきました｡しかし､核保有国の反対などで、条約の交渉も議論も始まっていません。作業部会の報告は、この状況を打破する重要な一歩となりうるものです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ核兵器を条約で禁止し、廃絶することは、長年にわたって世界の反核平和運動が強く求めてきたものです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ作業部会は、満場一致での報告採択をめざしましたが、アメリカの同盟国などが、「核兵器禁止条約」の交渉開始に異議をとなえ、多数決となりました(賛成６８､反対２２、棄権１３)｡日本政府も、「核兵器禁止条約」に反対し、報告に棄権しました。核保有国の代弁者ともいうべき、日本の発言は、他国から厳しい批判を浴び、孤立する姿をさらしました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐその根本にあるのは､米国の｢核の傘」＝核兵器に依存する安倍政権の立場です。オバマ政権が、「核兵器の先制不使用宣言」を検討していることに対し、安倍首相自身が「北朝鮮のような国々への抑止力を弱める」と反対したと報じられたように､それらの言動は､「核兵器のない世界」をめざす世界の流れに逆行し、その足をひっぱるものだといっても過言ではありません。日本政府の恥ずべき姿勢をただし、被爆国にふさわしい役割を果たさせることが強く求められます。
「戦争法」南スーダンＰＫＯで「殺し殺される」危険
ｐ安倍政権は、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に１１月から派遣予定の陸上自衛隊部隊に対し、「戦争法」（安保法制）で新たに可能になった「駆け付け警護」と「宿営地共同防護」の訓練を開始させようとしています。今年３月に施行された「戦争法」をいよいよ本格運用の段階へ移行させようとする危険なたくらみです。二つの任務とも、それまでのＰＫＯ法の枠を超えた武器使用の拡大を認めています。派遣時に実際に新任務が付与されれば、自衛隊が戦後初めて「殺し、殺される」という、極めて深刻な事態が現実化しかねません。　　　　　　　　ｐ内戦状態が続く南スーダンでは今年７月、自衛隊が駐留する首都ジュバで大統領・副大統領（当時）両派の激しい戦闘で数百人が死亡する事態になりました。自衛隊宿営地内でも複数の弾痕が確認されました。自衛隊の派遣そのものが問われています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ国連安全保障理事会は今月､｢文民保護」などのため、いかなる相手であれ先制的な武力行使が可能な「地域防護部隊」の派遣を決めました。南スーダンＰＫＯが攻撃的な性格を強める中、自衛隊が任務拡大に踏み出せば「殺し、殺される」危険は一層高まります。「戦争法」の発動を許さず、廃止を求める世論と運動を高める時です。
秋の「臨時国会」は次の２つが焦点です。
１、「アベノミクス」　補正予算は経済施策の転換を　　　　　　　　　　　ｐ８月１５日発表された今年４～６月期国内総生産（ＧＤＰ、季節調整済み）の速報値で、物価変動を除いた実質で前期比０・０％増と、日本経済が停滞を続けていることが浮き彫りになりました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ日本経済は安倍政権が｢経済再生｣を掲げて「アベノミクス」を３年半余り推進しても効果が表れず、特に一昨年４月に消費税を増税して以降は消費の低迷でマイナス成長を繰り返しています。経済停滞を激化させた安倍政権の失政の責任は重大です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ安倍政権は３年以上たっても効果がないのに「アベノミクス」の破綻は認めず、参院選が終わった途端、事業規模で２８兆円にも上る「経済対策」を持ち出しています。しかし、対策は見かけを膨らませたもので、財政投融資でリニア中央新幹線や整備新幹線の建設を促進するなど、国民生活を改善するものではありません。安倍政権が担当相を置いた「働き方改革」も、非正規雇用は解消せず、残業代ゼロ法案を強行するなど、労働条件を悪化させるものです。　　　　　　　　　　　　ｐ｢アベノミクス｣はきっぱり中止し暮らし最優先の経済政策へ転換することこそ不可欠です。
２、「ＴＰＰ」批准阻止　食料自給率の低迷　　　　　　　　　　　　　ｐ農水省が発表した２０１５年度の食料自給率で、カロリーベースの自給率が６年連続で３９％にとどまっています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ食料自給率は、農林水産業による食用農水産物の生産（輸出を含む）と、国民の食料消費の比率です。食料生産とともに、食料消費の内容変化も自給率を変化させます。しかし、少なくとも国内消費の半分は国内生産で賄うべきだというのが多くの国民の願いであり、国際的にも主要国の多くが維持している、常識的な水準です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ日本の食料供給の力が低下し続ける要因は、日本の条件を生かした農林漁業の多面的な発展が閉ざされてきたからです。中山間地域を含む多くの農地を生かし、地域に定着する農漁民とその集団の力が発揮できる政策こそ必要です。　　　　　日本の農産物市場をアメリカなど輸出大国に明け渡す環太平洋連携協定(ＴＰＰ)は、それに逆行するものです。食料供給の３分の２近くを海外に依存する体制からの転換のためにも、秋の臨時国会でのＴＰＰの批准阻止が重要です。　　　　　ｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐ（このページは、８月２１日に行った駅前宣伝からの要約です。）

日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース


�

















Ｎｏ．２６５　　　　２０１６年　　８　月　２５　日


発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室


自宅　　　　桑名市立花町１－１４－７ 　☎２２－２９７５































































































